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原 著 論 文

簡易型筋電顎位推定装置の開発

平野 秀利 小林 博

Developing a Simplified Electromyographic Jaw Position Detector

Hidetoshi Hirano and Hiroshi Kobayashi

Abstract: The studies about the relationship between electromyographic (EMG) activities and

jaw position were made by many researchers. But there were few practical devices for detecting

the jaw position by means of electromyographic activities. In this study a simplified electromyogra-

phic horizontal jaw position detector for clinical use was developed. The device gets the EMG

signals from four muscles: temporalis and masseter muscles on both sides respectively, by means of

the surface electrodes. The output is the position of a spot in a two dimensional plane showing the

estimated position of the mandible calculated by the EMG signals in real time. In the plane the

vertical axis represents the anterior-posterior position and the horizontal position represents the

right-left position of the mandible. For the sake of clinical use, it was made by analog devices and

in a small size. The response appears in real time, so we can estimate the position when a patient

exhibits a clenching force.

In the basic trial of this device we concluded that this device has sufficient performance for

practical use for detecting the horizontal jaw position. Moreover, it has a potential to know the

temporal aspects of the muscle activity during masticatory movement.
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I.　緒 言

補綴処置を行うに当たって,咬 合機能の回復は,第
一義的な意味を持っている.こ の際,本 来の咬合関係

が失われている場合や,顎 機能異常が生じている場合

に筋活動と調和した咬合関係を得ることは,重 要な意

味 を持 つ.

筋活 動 は,下 顎 運 動 を行 う原 動 力 とな る もの で あ

り,下 顎運 動 との 関連 は昔 か ら注 目され て い る1).垂

直 的顎位 との関連 にお いて は,筋 活 動 と下 顎安 静位 と

の関連2,3),咬 合 高径 を変 化 させ た とき4)などにつ き,

研 究 がな されて きた.水 平的顎 位 につ いて も筋 電 図学

的 分 析 が な され て お り5,6),筋電 図 に よ る下 顎 位 の 推

定 は可能 で あ る ことが指 摘 され てい る.

一 方,筋 電 図 その もの の分析 法 も周波 数分 析法7),

多電 極 に よ る分 析 法8),統 計 学 的手 法 に よる分 析 法9)

な ど高 度 な分析法 が開発 研究 されて きた.
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しか しなが ら,臨 床 の現場 で用 い るための 筋電 図応

用機 器 は数少 な く,大 型 の ものが 多い.ま た,分 析 が

高 度 にな るほ ど,分 析結 果 もその場 で得 られ もの は少

な くな って きた.そ こで筆者 らは,小 型簡 便 で,歯 科

チ ェアーサ イ ドで も使用 可能 な,実 時 間表 示 ので きる

筋 電 図 応用 装 置 の 開発 をめ ざ した.そ の な か で 今 回

は,特 に水平 的下 顎位 の測定 を第一 の 目的 として,咬

合 採得 時 に応 用可 能 な筋 電図 表示装 置 の主要 回路 を開

発 し,そ の有 用性 を検討 した.

さ らに,咀 嚼運 動分析 に対 して使 用 した場合 の有 用

性 につい て も検討 した.

II.　 研 究 方 法

種 々の咬合 位 にお ける左右 側の咬 筋,側 頭筋 の計4

筋 によ る差 動積分 筋電位 の活 動量 と,下 顎 位 との関連

を調べ た.ま た,ガ ム咀嚼時 にお け る4筋 の相 対的 な

活 動様 相の観 察 を試 みた.

1.　 筋電 図

筋電 図 は,左 右 側咬 筋浅 層中央部,左 右 側側頭 筋 前

腹の4筋 よ り,表 面電極 によ り導 出 した.表 面 電極 は

ス テ ンレスス チール製小 型電 極(日 本光電 社製)を 用

い,電 極 間距 離25mmと して,筋 側 の 主走 行 方 向 に

平行 に貼付 し,双 極導 出 した.電 極 貼付位 置 は,咬 み

しめ時の触 診 に よって,咬 筋 で は,浅 層 中央部,側 頭

筋前腹 で は,筋 側 前縁 付近 に貼付 し,不 関電極 は耳 朶

に貼付 した.こ れ らの電極 よ り導 出 した波形 は,増 幅

器 に よ り増 幅 し,下 記 に述 べ る波形 処理装 置 にて処 理

を施 しX軸,Y軸 に対 応す る出力 を得 た.こ の出力 を

シ ンク ロス コー プ また はX/Yレ コー ダに よ り,2次

元平面 内 の動点 として観察 した.

2.　 被 験者

自覚 的他覚 的 に異常 の認 め られな い正常有 歯顎者3

名(平 均年 齢30.9歳)を 被 験 者 と し,参 考 と して部

分 床義 歯装着 者 も計測 した.義 歯 装着 者 は,す れ 違 い

咬 合 とな ってお り咬合 高径 は義歯 で決 まってい る症例

であ った.

3.　 評価 法

本 装置 によ り得 られ た表示 と,水 平 的下顎 位 の対応

を評 価 す るため下顎 運動 測定 装置 として,近 赤外線 を

利用 した非接触 型下 顎運 動解 析装 置サ ホ ン ビジ トレー

ナー(佐 藤 電子 製作 所)を 用 いた.こ の評価 は,正 常

被験 者1名 お よび義 歯装 着者1名 につ いて行 った.

4.　 測定 方法

被験 者 は,頭 部 を固定 せず に フラ ンク フル ト平 面が

水平 にな る よ う歯科 治療椅 子 に腰掛 け させ た.下 顎位

の測定 は,サ ホ ンビ ジ トレー ナー を用 い,各 咬合位 と

ガ ム咀 嚼運 動 につ いて行 った.測 定 時 には,顎 位 の指

標 とな る下 顎運 動解析 装置 の発光 ダイ オー ドが,下 顎

切 歯部 にシー ネを介 して接 着固 定 され るので,シ ーネ

が各咬 合位 にお いて咬 合干渉 しな い こと と,セ ンサー

固定装 置が 筋電位 に影 響 しない ことを確認 した.

咬 み しめを行 う顎 位 は,咬 頭嵌 合位,後 方歯 牙接触

位 付近,前 方位,左 右側 方位 の各 咬合 位 として,各 測

定毎 に3回 行 わせ,咬 み しめの強 さ 「中程度 」 の指 示

の下,約2秒 間 の咬み しめを行 った.下 顎位 偏位 量 の

較 正 は,各 咬合位 の下顎 運動 解析 装置 の 出力 を ノギス

に て実 測 し,対 応 関係 を調 べた.

導 出 した 筋活動電 位 は,日 本光 電社製 生体 電気 用増

幅 器(AB-600G)を 用 いてhigh cut 1kHz,時 定数

30msecで,1,000倍 に増 幅 し,4筋 活 動電 位,簡 易

型筋 電顎 位 推 定 装置 を介 して得 られ る差 動 積 分 筋 電

位,下 顎運動 等 の電 気信 号 を ソニー マグ ネス ケール社

製 デー タ レ コー ダ(A-814)に,テ ー プ ス ピー ド38

cm/s(位 相 平 坦 周 波 数 特 性:DC-2kHz:±1dB,

S/N:50dB)で 記 録 した.実 時 間測 定 で の モ ニ ター

は,岩 崎通 信機 製 シ ンク ロス コー プ(SS-5711D)を

用 いた.

記録保 存 の ための再 生 は,デ ー タ レコーダの テ ープ

ス ピー ドを速 度変 換 す る ことに よ り,ペ ンレコー ダの

ペ ンの応答 特性 が十分 信頼 で きる よ う考慮 した.各 種

筋電 位 波 形 の図 示 は,日 本 光 電 社 製 熱 書 ペ ン記 録 器

(WT-685G)を 用 い た.ま た各 種 咬 合 位,咀 嚼 運 動

の差 動 筋電位 波 形 のX/Y合 成 リサー ジ ュ図形 は,横

河電機製 作 所 製X/Yレ コー ダ(TYPE3078)を 用 い

た.

III.　 装 置

1.　 表 示原理

本装 置の特 徴 は,水 平的顎 位 を2次 元 の座標 平面 に

表 示 す る ことが 実時 間で可 能 であ る ことで ある.こ の

表 示 の た め,導 出 した筋 電 位 を増 幅,全 波 整 流 した

後,ミ ラー積分 回路 で平滑 化 し,積 分電位 として処 理
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図1　 回路構成図

破線 より下方に示 した回路 が,本 装置 で現在完成 している部分であ る.本 装置

の外形 寸法は, 320mm (W)・150mm(H)・230mm (D)と なっている

し,な おか つ加 算 回路 に よ り4つ の 筋 電 位 を組 合 せ

て,前 後左右 の方 向成 分 と しての意 味 を持 たせ た.

座標 平面上 で示 され る咬合位 の左 右方 向(X軸)と

前後 方向(Y軸)は 次 の よ うに表現 す る.左 右 方向 に

関 しては,方 向性 を特徴 付 けす るため右側 は,右 側頭

筋積 分筋 電位 と右 咬 筋積 分筋 電位 を加算 し,R(Ta+

M)と 表 し,左 側 は,左 側頭 筋積 分筋電位 と左 咬筋 積

分筋電 位 を加 算 し,L(Ta+M)と 表 した.

同様 に,前 後方 向 に関 して も,前 方 は,左 右 咬筋積

分筋電 位 を加 算 し,M(R+L)と 表 し,後 方 は,左 右

側頭 筋積 分筋 電位 を加 算 してTa(R+L)と 表 し,そ

れ ぞれ を前後 方 向 と解 釈 した.

ここで,4筋 の活動 様相 を方 向成 分 要素 として,座

標平 面 に示 すた め,相 対す る軸 の方向 の積分加 算筋 電

位 を差 動増幅 器 で,左 右差,前 後差 と して差 分 を求 め

る.こ れ に よ り,方 向成分 要素 左右 方 向R(Ta+M),

L(Ta+M),前 後 方 向M(R+L),Ta(R+L)を 取

り出す.こ の それ ぞれ の成分 を,シ ンク ロス コー プ ま

たはX/Yレ コー ダの,X軸 とY軸 に 出力 し,X軸Y

軸 を合 成 し,リ サー ジ ュ ・パ ター ン として表 示す る も

ので あ る.臨 床応 用へ 向 けての コ ンパ ク トな表示 方法

に関 しては,現 在検討 中 であ る.

また,見 方 を変 えて,Y軸 の上 下の極 性 を入れ換 え

るこ とで,前 頭 面表示 としてみ る こ とも可能 で ある.

さ らに,も う1つ の モ ー ドと して,熊 井 らが 用 い

た10)4筋 リサー ジ ュ表 示 座 標 軸X軸R.M-L.M,Y

図2　 基本回路

全波整流 し,積分 した後の処理回路を示す.し たがってそ

れぞれの記号(R・M,L・M,R・Ta,L・Ta,等)の 示す

ものは,全 波整流,積 分処理後の電位を示す.※ 印はY軸 の

極性を逆転させるための接続部位を示し,※ ※印は側頭筋に

重みを加えて咬筋 と加算するための回路を示す

軸R.Ta-L.Taも 用意 してあ る.

2.　 回路 特性

1)　 全 波整 流 回路(絶 対値 回路)

正常 な筋 では,収 縮 の強 さに従 っ て干 渉波 が よ り複
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雑 にな って ゆ く.こ の こ とか ら,各 顎位 にお ける咀嚼

筋の干 渉波 振幅値 か ら,筋 の活動様 相 を定量 的 に知 る

た めの計測 において は,導 出 された その記録 は質 的意

味 を持つ が,量 的計測 には適 さない.

しか し,積 分 処理 を して得 られ る包絡 線 は,筋 の活

動量 に比例 す る こ とが知 られて い る.こ の こ とを利 用

す るた め,前 処 理 として,筋 の活 動電位 の全 サ イクル

を正 の方 向 に反転 させ る絶対 値処 理 を し,活 動 電位 の

すべ ての情 報 を利用 す る.な お かつ この場合,リ プル

周波 数が2倍 にな るので,積 分 回路 の効 果が2倍 にな

り,干 渉波 入力 の場合 の リプル含有 が小 さ くな る利点

が あ る.

2)　 ミラー積 分回路

咀嚼 筋 の活動電 位 を積 分 して観察 す る場 合,積 分 回

路 のCR時 定数 の決 定 には,リ プル含有,応 答時 間,

追 従性 等 の問題 があ る.

本研 究 では予備 的 に観 察 を行 い,で きるだ け筋 活動

電 位 波形 に近 い積 分波形 が得 られ る よう また,臨 床外

来 におい て,モ ニタ ーな どに表示 し,実 時間で顎 位 の

動 的観 察 を行 うため,あ えて リプル含 有 を犠 牲 に し,

時定 数CR=30msに 決 定 した.し か し,臨 床 応用 の

結果次 第,今 後変 更 する こ とも可能 で ある.

理想 的 な積 分回路 を構成 す る とき,積 分 回路 の特 性

は,積 分時 定数R・Cfで 決 まる周 波数f0で0dBの ラ

イ ン を横切 る,勾 配-6dB/octの 周 波 数特 性 を持 つ

一 次 ア クテ ィブ ・ローパ ス フ ィル ター とな る
.さ らに,

増 幅器 の オープ ン ・ル ープ利得 は実用 に したい積 分回

路 の増幅 度 に対 して十分 に余裕 の ある こ とが望 まれ て

い る.し か し現実 には,取 り扱 う周波 数 に よっては,

増幅 器 のオ ープ ン ・ルー プ利得 に よ り,-6dB/octの

直線 勾配 は直流 域 に向 か って折 れ曲 が り,折 点周 波数

が勝 手 に決 ま り不完 全積分 が行 われ て しま う.そ の う

え,オ ープ ン ・ル ープ利得 は変 動す る こ ともあ る.ま

た増 幅器 自身の僅 かなオ フセ ッ ト電圧 で,積 分 回路 出

力が 飽和 す る可 能性 もあ る.

そ こで,実 用 的 に増 幅器 の帰還 ル ープ に,フ ィー ド

バ ック抵抗Rfを 挿 入 し,DC負 帰還 をか けRf・Cfに

よ り積 分 回路 に積 分帯域 幅 を与 え,直 流増幅 度 を決 め

ると共 に動 作点 の安定 度 を向上 させ た.

今 回設計 した積 分 回路の 周波数特 性 は,中 心周 波数

5.3Hz(時 定数R・Cf=30ms)を 境 界 と して,低 い

周 波 数 は1.25Hz(時 定 数Rf・Cf=128ms),高 い周

波 数 は増 幅器 自身の高 周波特 性 で決 まるの で,こ の領

域 内で は,直 線的 な完 全積分 器 として扱 う ことが で き

る.

直 流 特 性 は,入 力 抵抗Rと フ ィー ドバ ック抵 抗Rf

で決 まる増幅 度ANF=12.5dBを 持 ち,前 段 の全 波整

流 回路 の出 力 オ フ セ ッ ト電圧 が3～5mV存 在 し,積

分 回路 自身 の オ フセ ッ ト電圧 を含 め た 積 分 回 路 出 力

は,12～17mVと な るが,ド リフ ト電 圧 の 発 生 を極

力避 け るためオ フセ ッ ト調 整回路 は付 加 しなか った.

3.　 回路誤 差

こ こで は,全 波整流 回路,積 分 回路,加 算 回路,差

動 積分 増幅 回路 を含 めた総合誤 差 につ いて のべ る.誤

差 測定 条件 は,室 温25℃,電 源投 入後15分 後 の 環境

内 で 行 った.ノ イ ズ1.4mVrms,ド リフ ト電 圧140

μV/0.5hで あ った.温 度 ド リフ トにつ い て は,回 路

基 板 上 の温 度 で,25℃ か ら45℃ まで5分 間 で20℃

温 度 変 化 させ た 結 果,1,2mV/℃ で あ った.こ の よ

うな急激 な温度 変化 は,通 常 の測定 で はあ りえ ない と

考 えられ るの で,こ の温 度 ドリフ ト値 は,実 用 上 問題

の な い値 と思 われ る.

最終段 で ある差動積 分 回路か ら出力 され る総 合 オ フ

セ ッ ト電 圧 は,使 用 す る増 幅器 に もよるが,今 回使 っ

た増 幅 器 で は,±50mV以 内 の電 圧 が確 認 さ れ た.

一 方
,差 動積 分 回路 出 力電圧 は1～5V程 度 出力 され

るの で,オ フセ ッ ト電圧 に よ る誤 差 は1～5%程 度 と

なる.

4.　 筋電 波形 に対 す る追従 性

この よ うな装 置 の場 合,実 時 間表 示の特 徴 を考 え る

と,実 際 の筋電 波形 の出 力 にた いす る処理 波形 出力 の

遅 れが問題 にな る.矩 形 波 によ る試験 に よ り,立 ち上

が りの遅 れ は500μs以 下 で あ り,実 用 上 全 く問 題 が

な い こ とがわ か った.

IV.　 結 果

1.　 装置 お よび表 示 につ いて

装 置 の大 き さは,筋 電 図用 前置増 幅器 の 入 る場 所 も

含 めて320mm(W)・230mm(D)・150mm(H)と

か な り小 型 に製 作 す る ことがで きた.臨 床応 用 には十

分 な もの と考 え られ る.

表示部 は,現 在 の ところチ ェアー サイ ドで はシ ンク

ロス コー プ,記 録 のた め に はX/Yレ コー ダ を用 い て

い る.実 時 間処理 の ため に積分 回路 で リプル を残 して

あ り,チ ェアーサ イ ドで シン クロス コー プ表示 の場合
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前方位 咬頭嵌合位 右側位 左側位 後方位

図3　 各咬合位 における咬 みしめによる筋電波形 と本装置の出力

上段 か ら,右 咬筋R・M,左 咬筋L・M,右 側頭筋 前腹R・Ta,左 側頭 筋前腹L・Ta,X軸(左-右),Y軸(前-後 あ

るいは,咬 筋-側 頭 筋),下 顎運動側方成分(左-右),下 顎運動前後成分.そ れぞれの顎位におけ る中等度 咬み しめ時 の結

果を示す

図4　 本装 置に よる各顎位 の表示

それぞれの顎位 において中等度 の咬み しめを行 った ときの

2次 元表示 をあらわす.図 中,座 標軸 の示 している ものはそ

れぞれ,M(R+L):咬 筋成 分(前 方),Ta(R+L):側 頭 筋

前腹 成分(後 方),R(Ta+M):右 成 分,L(Ta+M):左 成

分を示 し,記 号 は以 下の ご と くに顎位 を示す.IP:咬 頭嵌

合位,A:前 方位(切 歯 点で 前:1.2mm,右:0.3mm),

P:後 方 位(後:0.4mm,左 右:0mm),R:右 側 方 位

(右:0.8mm,前 後:0mm),L:左 側方位(左:0.4mm,

後:0.1mm)

に,輝 点 の 振 動 が み られ るが(図3のX軸Y軸,図

4)位 置 の移動 は明確 に わ か り(図4),実 用 上 問題

が ない こ とが わ かった.

図5　 本装置の出力 と切歯点の位置 との対応

下顎運動記録装置の出力より得られた切歯点の位置を示す

図に,図4の 本装置の出力を重ね書きして対応関係を示 し

た.図 中右下に位置するIPに 対応する点の表示軌跡 を除い

ては非常に良 く一致していることがわかる

2.　 下顎の位 置情 報 につ いて

下顎 の位置 と この装置 によ る表 示 との対応 関係 を,

図4,5に 示す.こ れ は被 験 者 の 内の1例 で あ るが,

顎位 との対応 が非 常 に良好 で ある こ とがわ か る.こ の

対応 関 係 は,個 人 差 が あ り,4名 中3名 で は良 好 で

あ ったが,残 りの1名 の被験 者 で は,咬 筋 活動 と側頭

筋活動 の差 が大 き く,前 後 関係 が咬筋 側 にずれ て表 示

され た.こ の た め,咬 筋 と側頭 筋 の 差 を求 め る回 路
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右側咀嚼 左側咀嚼

図6　 咀嚼運動時の筋電波形 と本装置の出力

上段か ら,右 咬筋R・M,左 咬 筋L・M,右 側頭筋前腹R・Ta,左 側頭筋前腹L・Ta,

X軸(左-右),Y軸(咬 筋-側 頭筋),下 顎 運動側 方成 分(左-右),下 顎運動前後成

分.ガ ム咀嚼時(中 期)の 結 果を示 す

左側咀嚼 右側咀嚼

図7　 咀嚼運動 時の本装 置の表 示

縦 軸は,咬 み しめ時の 表示 の時 とは上下 が逆 になって い

る.上 方が側頭筋 前腹成 分を示 し,筋 の配置を前頭 面に表 示

した と考 える と理解 しやす くなっている.ガ ム咀嚼時 の表 示

軌跡 を15ス トロー ク分重 ねてあ る.下 顎運 動軌跡 との類似

が特徴的 である.こ の被験 者の習慣 的咀嚼側 は右側 であ る

に,側 頭筋に重みを加えて差を取り出す回路(図2中

の※※で示す)を 付け加えてこれに対応した.

また図4中 のIP(咬 頭嵌合位)の 表示が右側に偏

位しているが,こ れはこの被験者の習慣的咀嚼側が右

側であり,右 側の筋活動量が優勢であることを示して

いる.

3.　咀嚼運動について

本装置の第一の目的は水平的咬合関係の表示であっ

たが,咀 嚼運動の場合の検討 も行った.図6,7に そ

の結果を示すが,下 顎運動測定(前 頭面)時 の表示と

非常に良く類似した結果を得た.左 右の咀嚼側の差も

良 く表現され,側 頭筋と咬筋の発火時期の差もわかり

やすい.縦 軸は,図4と 異なり側頭筋の表示を上方に

とり前頭面からみた筋の配置にあわせて,筋 への対応

を理解しやすくしてある.

4.　義歯装着者の場合

義歯装着者の場合も,正 常有歯顎者と同様の結果を

得た.こ の症例は,下 顎前歯および上顎臼歯部のみが

残存 しておりいわゆる 「すれ違い咬合」となってい

る.ま た下顎義歯は咬合面が平坦(フ ラットテーブ

ル)に 製作してあり,咬 合床を用いた咬合採得時に近
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い形 にな ってい る.こ の 結果 よ り臨床 応 用 と して,本

来 の咬合 位が失 わ れた症例 で の咬合採 得 な どの場合 で

の,本 装 置の活 用が 可能 で ある こ とがわ か った.

V.　 考 察

Lundら11)は,表 面 筋 電 図 の再 現性,信 頼 性,個 人

差等 を過 去 の研 究 か ら検 討 して,歯 科の 臨床現 場で応

用す るのは時 期 尚早 で あ ろう と総括 してい る.そ の よ

うな批判 を背 景 に して,本 研究 で は,顎 位 との対応関

係,実 時間処理,臨 床応 用 を 目的 とし本装 置 の有用性

を検討 した.

1.　 波 形処理,表 示方 法

咬合位 と筋 電図 の関係 につ いて は,河 野 らに よる詳

細 な研 究5)が あ り,水 平的 位置 関 係 と筋電 図 との対 応

に関 して は相 当 の信 頼 性 が あ る こ とが わ か って い る

が,実 時間 で顎 位 を推定 す るに至 って はいな い.ま た

本方法 と類似 の表示 方法 を用 いた熊井 らに よる分析方

法 もあ るが4筋 間 の コーデ ィネー シ ョンパ ター ンを検

討す るため に,単 に4筋 の左右 差 をX軸Y軸 に出力 し

たの みであ り10),本 方 法 とは本質 的 にその 目的,手 段

が異 な って い る.

1)　 実時間処 理

IIIの装 置 の説明 の箇所 で も述 べ たが,筋 電 波形 と処

理波形 の時間 的遅 れが ほ とん どな い とい って もよい ぐ

らい小 さ くな ってお り(0.5ms以 下),筋 活動 に対 応

して表示 部の輝 点が即 座 に動 く.こ の こ とに よ り,処

理 波形 を被験者 に視 覚的 に フ ィー ドバ ックす る こと も

可能で あ り,下 顎位 の決定 の ための十 分 な性 能 を持 っ

てい る とい える.

2)　 被験 筋

被 験筋 数 と して は,4筋 は最低 限 の数で あ る.つ ま

り水 平面 内の顎位 だ けで も2次 元 の 自由度 を持 ってお

り,筋 の左 右対称 性 を考 える と,顎 位 を決定 す るに は

4筋 必 要 であ る.さ らに,筋 の種類 として は咬筋 は と

もか く,側 頭 筋 は前腹 よ りも後腹 の方 が顎位 決定 のた

め には有 効 といわ れて い る5).し か し,今 回は臨 床 上

の実用 性 を考慮 して,表 面電 極 の貼付 が容易 で ある側

頭 筋前 腹 を選 択 した.

さ らに,そ の外 の筋 も咬合 機能 にか かわ ってお り,

いわ ゆ る咀嚼 筋以 外 の筋 も関与 してい る こ とが判明 し

て きた12～14).理 想 的 に は咬合 にか か わ るす べ て の 筋

を対象 とすべ きで あるが,現 実 的な実用 を目的 とした

た め取 りあえず一 番実行 が容 易で あ る こと と,咬 筋が

力の発 現 として働 き,側 頭 筋 が位置 制御 と して働 く と

いわれ てい る15)ことか らこの4筋 を選 択 した.

この ような,下 顎 位 を推 定 す るに十 分 な情報 を持 っ

てい る保 証 のな い4筋 か ら得 た活動電 位 か ら,図5の

ようにかな り良 い結 果 を得 た ことは,さ らに多 くの 筋

活 動 を上 手 に処 理 すれ ば,信 頼性 の高 い結 果 を得 られ

る可能性 を示唆 してい る.

3)　 波形処理 回路

波形 の 処 理 方 法 も,種 々の 方 法 が 開発 さ れ て い る

が,本 装 置の 目的 か ら,周 波数 分析や統 計学 的処 理,

リズム分 析 な どは不適 当であ る.そ の た め,筋 電 図 と

筋 力の 関係 を示 す古典 的 で代表 的 な方 法16,17)であ る積

分値 を用 い た.ま た回路の簡 略化 と小型 化 のた めに ア

ナ ログ回路 を用 いた.近 年 は汎用 小型計 算機 の普及 が

進 み,波 形 処 理 に デ ジタ ル処 理 が用 い られ る よ う に

なった.デ ジタル処理 は信頼 性,再 現性,記 録 性,処

理 の しや す さな どの点 で優 れて い るが,本 装 置の よう

な目的 にはア ナ ログ回路 で十 分 であ り,ま た簡略化 小

型化 の面 でア ナ ログ回路 が まさってい る.

前 後軸 として咬筋-側 頭筋 前腹 を選択 した理由 は,

河野 ら5)の研 究 で も明 らか に な ってい る上 に,前 方 位

で の側頭筋 前腹 の活動 量の減 少が,比 較 的顕著 で あ る

こ とで ある.

4)　 表示 方法

2次 元 の平 面 内 の表 示 方法 は,非 常 にわ か りや す

く,下 顎位 との対 応 も理解 しやす くな って いる.図3

と図4を 比 較す る とよ くこの こ とがわ か る.熊 井 ら10)

の表 示方法(側 頭 筋左右 を縦 軸,咬 筋左 右 を横 軸 に し

て表 示す る)と 比 較 して も図7は,前 頭 面表 示 と して

考 え るとわか りやす い もの にな ってい る.咀 嚼 パ ター

ンの表 示 も,下 顎 運動 のパ ター ン との類 似性 が あ り理

解 しやす い.

2.　 装置 の特性 に関 して

1)　 処理 部

増幅 器 につ いて は,今 回 の研究 で は既 製 の生体 増幅

器 を使 用 したが,当 初 よ り装 置全体 の 携帯性 を考 慮 し

て装 置内 に(前 述 した装置 の大 きさの 中 に)増 幅 器 を

組込 む よ うに設 計 してあ る.こ れが完 成 すれ ば,チ ェ

アーサ イ ドの使 用で の不都合 はな くな り実 用段 階 に入

れ る と考 えて いる.

積 分器 の積分 時定数 は,現 在 は筋電 波形 へ の追 従 性

を重 視 し て30msに して あ る.こ の た め 多 少 リプ ル
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が大 き くな って い る.今 回 の結 果 か ら最終 的 には100

ms前 後 が適 当 と考 え られ たが,今 後 追従 性 との 兼 ね

合 い を考 え,検 討 を加 え る予 定で あ る.

回 路 全 体 と し て の 温 度 ド リ フ トは1.2mV/℃ で

あっ た.積 分器 の 増幅 度 は4.25倍,差 動増 幅 器 の増

幅 度 は5.1倍 で合 計21.7倍 とな る.こ れ を考 慮 す る

と,入 力換算 温度 ドリフ トは1.2mV/21.7=55.3μV

(/℃)と なる.し か も4回 路 を経 由 して いるの で1/4

と考 える と,1回 路 分 で13.8μV/℃ 程 度 とな り,こ

れ と使 用 した オペ ア ン プ単 体 の 温度 ド リフ ト係 数10

μV/℃ を比 較 す る と,回 路全 体 の 温度 ド リフ トが 妥

当な値 で ある こ とがわ か り,回 路が適 正 に作 動 して い

る と考 え られ る.

出 力 オ フ セ ッ ト電 圧 は,現 在 の 装 置 で 全 波整 流 回

路,積 分回路,加 算回路,差 動増 幅 回路 を含 め た結果

で±50mV以 内 で あ る が,で きれ ば これ の1/5程 度

に まで小 さ くして 回路 全体 の信頼 性 と安 定 を高 め た

い.そ のた めに,オ フセ ッ ト調整 回路 を付加 す る予定

で あ るが,温 度 ドリフ トを悪化 させ ない配慮 を加 えて

これ を行 うべ きで あ ろう.

2)　 表 示部

本 研究 で は シンク ロスコー プをチ ェアー サイ ドにお

ける表示装 置 として用 いたが,携 帯性 を考慮 すれ ば,

本装 置 と同程度 の大 きさの表示 部が望 ましい と考 えて

いる.記 録装置 を必 要 としなけれ ば,そ の大 きさは十

分実 現可能 な大 きさで あ り,目 下 開発 中で あ る.

3.　 下顎 位 との関係

1)　 切 歯点移 動量 との対 応関係

図5で は,非 常 に良 好 な対 応関 係が得 られ た こ とを

示 して いるが,中 心咬 合位 での咬 み しめの表 示が,中

央か らか な り偏 位 してい る こ とを考 える と,本 装 置 に

よる表示 は あ くまで も,各 顎 位 間の相対 的 な表示 で あ

る と考 えるべ きで あろ う.

2)　 咬頭 嵌合位 におけ る咬み しめ時 の表示 幅

本研 究 で は,咬 頭嵌 合位 にお いて,偏 った力 を加 え

た場合 の検 討 を行 っていな い.し か しなが ら,咀 嚼運

動 時 の 表 示記 録(図6,7)を 検 討 して み る と,咀 嚼

運 動 時 の表 示 の 原 点 は咬 頭 嵌 合位(IP)で は な く,

図7で は,最 も上 外 方 に表示 された とこ ろがIPに 近

い と ころ で あ る.こ の こ とか ら,IPで の 咬 み しめで

は,図7の 一 番外側 の あた りまで表示 を随意 に動 かす

こ とが で きる可能性 が あ る.

3)　顎位の再現性

1)で 述べたように本装置による顎位は,切 歯点の

運動軌跡のような絶対的な位置関係を表示していると

は考えにくい.再 現性について今回の実験では検討を

加えていないが,上 述のように,そ の時点での,各 咬

合位間の相対的な位置関係を表現しているという意味

での再現性はあると考えられる.そ の意味で逆に,検

査日による変動の主たる原因と考えられる電極貼付部

位の影響18)を受けにくく,再 現性に影響しないとも考

えられる.し か し,そ の検討はこれからの課題であ

る.

4)　個人差

4名 中の1例 でみられたように,咬 筋活動と側頭筋

活動の活動割合は個人差がかなり存在し,左 右差もあ

る程度存在すると考えることが妥当であろう.側 頭筋

と咬筋の割合の違いについては側頭筋の筋電図に重み

を付けて差を取ることで対応したが,逆 に,こ の重み

の決定法の問題を生じた.現 在は,タ ッピング運動,

咀嚼運動など咬みしめ以外の運動を参考にして,大 き

く偏らないようにして対処しているのみであるが,系

統的な対処法の検討が必要である.左 右差についても

同様の処置が必要となる可能性もある.被 験者数を増

やしていきながら検討する予定である.

5)　筋機能異常者への応用

上で述べた場合と,多 少異なる対処が必要になる可

能性がある.現 在は,未 だ筋機能昂進者や低下者の計

測は行っていないが,自 発放電や電源雑音が1つ の電

極のみに存在する場合,表 示の電気的零点に相当する

点が移動しオフセット電圧が存在するかのようになる

場合も想定できる.そ の事実観測することにも意義が

あるので,電 気回路の安定化を十分に図っておく必要

があるであろう.

6)　咬合位の決定法に向けて

以上のような不確定要素を考慮に入れて,本 装置に

よる咬合位の決定法の見通しを考えてみると,ま ず装

置の電気的零点の確認,次 に電極を貼付した後の零点

の移動の計測,各 咬合位における表示位置の計測,各

咬合位の表示に極端な偏 りがみられた場合の筋間の重

みの調整,タ ッピング運動,咀 嚼運動などによる確

認,機 能的咬合位の推定のような手順が想定できる.

4.　咀嚼運動表示に関して

咬みしめによる咬合位の推定に加えて,ガ ム咀嚼運

動時の記録も行った.こ の時の軌跡は前頭面からみた
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切 歯点 の運動 軌跡 に類似 した形態 となった.た だ し,

形 態 は似 てい るが 図の(図7)中 心点 は咬頭嵌 合位 で

はな く開 口時 に対 応 してい る.咬 頭 嵌合 位 に対 応 す る

の は,軌 跡 の 一番 上外 方付 近 で あ る(図6).こ の 表

示 によ り側頭 筋活 動 と咬筋活 動の位 相差 が,実 時 間で

動的 に観察 で きる.ま た,咀 嚼の 初期 か ら中期 終期 に

渡 る筋 活動様 相 の変化 が観察 で き る可能 性が予 想 され

るが未 だ詳細 な検 討 を加 えてい ない.

咬合 位 の推 定が か な りの精 度 で可能 とな ってい る こ

とに基 づ いて,咀 嚼運動 中の顎位 に もあ る程度 の推 定

が 可能 と考 え られ るが,そ の 手法 は今 後 の 課 題 で あ

る.

咀 嚼 リズム分析 で は,リ ズム の記録分 析法 に よ り,

また食 品 に よって も,筋 の種 類 に よって も リズ ム自体

に差 が生 じるこ とが わか ってい る19).本 表 示法 で は,

咬筋 と側頭 筋 を総 合 した リズムが 表示平 面上 で観察 さ

れる ことか ら,時 間軸 に添 った記 録法 を工夫 すれ ば,

リズム分析 の新 しい手 法が 開発 で きる可 能性 が ある.

VI.　 結 論

1.　 表面 筋電 図 を利 用 した簡易 型顎位 推定装 置 を開

発 した.

2.　 臨床応 用 に可能 な小型 化,実 時間 処理 を可能 と

した.

3.　 筋電 図 によ る水 平的顎位 の推 定が,十 分実用 化

可能 であ る ことが 判明 した.

4.　 咀嚼運 動 につ いて も,今 までの筋 電図 分析法 と

異 な り,切 歯 点の 下顎運 動 の前頭 面表示 と似 た,本 装

置独 自の結果 が得 られ たが,そ の評価 は今後 の課題 で

ある.
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